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要　　　旨

多数の木造住宅について伝達関数法振動試験を実施した結果、その動特性値が固有振動数6・O

Hz、減衰定数3．7％及び増幅度9．5（いずれも平均値）であることが判明した。

1　緒　　看

板動公害を系統的に理解するためには振動源、媒質

（地盤）、受振点（家屋）の各領域の基本的な属性を

分析した上で、現実に起こる個々の現象について総合

化する方法論が必要とされる。このうち、特に地盤と

家屋の属性については、いずれもその特性関数（ホワ

イトノイズ入力に対する応答特性）を決定することに

より、一般化することが比較的容易である。したがっ

て、エ場振動・交通振動等の個々の振動公害は、これ

ら一般化された地盤及び家屋の応答真に、それぞれ異

なる特性巷持つ加振力が作用したものとして理解する

ことができる。

筆者はこのような観点から地盤については地質条件

別に、家屋については工法十構造別に特性関数を決定

するために、常時薇動測定を利用する方法を検討して

きた匂　このうち、家屋については常時薇勤を入力とし

た振動試験法（伝達関数法）を開発することにより勤

特性値〔固有振動数，減衰定数，増幅度〕が容易に決

定されることを示し曾多数の工業化住宅げレハブ住

宅〕に対する適用試験から－　その勤特性値の統計的な

傾向等を明らかにした聖その乱同様の試験を木造在

来工法住宅及び枠組壁工法（ツーバイフォー工法）住

宅についても実施した結果、戸建住宅全般にわたる動

特性資料の収集がほぼ完了した。

本稿は、このうち、建築凍数が最も多い木造在来工

法住宅について、収集された勤特性の統計値及び各動

特性値問の相互関係を報告するものである。

2　方　　法

試験対象となった木造在来工法住宅（全45棟）は住

宅展示場のモデルハウス（25棟）、注文建築による一

般民家（、8棟）及び分譲建売住宅（12棟）である。こ

れらはいずれも2階建てで、平均床面積は131rげ（95田子

～199m2）であった。

伝達関数法振動試験のピックアップ配置ほ図1に示

すように、家屋2階の梁聞方向と桁行方向に2箇所ず

っなるべく梁上に近い葛所と、それに対応する家星直

近地盤上とした。
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図1　ピックアップ配置

動特性値は、5～10分間の常時微動記録の中から非

定常性の少ない3分間程度を選んで伝達関数を求め、

1質点某粘性減衰モデルに近似して各ピックアップ設

置場所ごとに算出した警
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図2　　動特性値の頻度分布及び累積度数分布

3　木造在来工法住宅の勤特性

3・1　動特性の綻計値

試験対象住宅のうち、42棟分について、各ピックア

ップ設置場所ごとに動特性値が得られた。

1棟ごとに全ピック7ップ設置場所の値を平均した

固有振動数fo、減衰定数b及び増幅度丁の頻度分布
と累積度数分布を図2に、各の中央値、平均値及び標準

偏差を表1に示す。

これらの値は昭和40年代以前の木造2階建家屋につ

いて頻度分布を作成した金井（1969）の結果（固有周

期0．4se。＝2．5Iiz、減衰定数7％）4）に比べて、いず

れも大きく異なる。さらに固有周期について金井ほ、

表1　動特性の錠計値

　　 統 計値

動特 性量
中 央 値 平 均 値 標準 偏差

固 有 振 動 数 （H ヱ〕 5．7 6　0 0 ．6 5

減 衰 定 数 （％ 〕 3．3 3 ．7 0 ．9 4

増　　 幅　　 度 8 ．4 9 ，5 3 ．2 0

調査当時の都市域の新築家屋は0．2（JO．3sec（3，3‡iz

～5Hz）で0，2secに近いものが多いことを指摘して

いるが、今回得られた値はさらにそれを上まわり、年

代とともに木近在来工法住宅の固有振動数か高くなっ

ていることがわかる。また、増幅度については、従来

の試験法（起転機等による強制振動試験、引き綱切断

等による自由振動試験なと）では算出が困難であった

ことなどからこれまで公表された資料が見当たらなか

ったが、伝達関数法の採用により表に示す結果を得た。
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3・2　動特性値の方向、部位による相違

家屋の平面形状は－一般に梁間方向（以下、Ⅹ方向）

が短手、桁行方向（以下、Y方向）が長手の長方形に

なることが多い。また、北側壁面と南側壁面との開口

部面鏡の違いから、水平剛性に偏りがあるものと思わ

れる。したがって、動特性値もこれらの方向や部位に

よって異なることが予想される。

図3はⅩ方向とY方向の動特性値を比較するために

両者の比（いずれも2箇所の平均値……Ⅹ／Y）の累

積度数分布を示したものである。

固から固有振動数foでは方向による差が少ないか

減衰定数畠や増幅度丁ではばらっきが大きく特定の偏

りがあることがわかる。すなわち、Ⅹ方向が￥方向に

比べてbで小さめに、丁で大きめになり、短手側が揺

れやすいことを示している。
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図3　　動特性の方向による相違

2．5

図4は同様に各方向ごとの測定部位の比較を示した

ものであるが、長手側の開口面の大きい壁面を南側に

想定し、Ⅹ方向は東側（Ⅹ（E））と西側（Ⅹ（Ⅶつ）の
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比（図4A）を、Y方向は南側（Y（S〕）と北側（Y

（N））の比（国4B：－与表している。

図からⅩ方向については各動特性値の比の中央値が

0．9～1．0となり東側と西側の差が無く、Y方向でほ

b及び丁が両部拉で顕著な相違を示すことがわかる。

すなわち南側で丁が大きく（したかってbは小さく）

北側に比べて相当揺れやすいことを示している（中央

値で約1，7倍）。これは開口面の多い南側に十分な量

の耐力壁（筋かいの入った壁）を配置できないことか

ら生じる、水平剛性の偏りを反映したものといえよう∩

以上の結果から、家屋の動特性値には固有振動数を

除いてピックアップ位置の影響が現れやすいため、今

回のような全体傾向を把握する調査では図1のピック

アップ配置で全平均㌻るか、家屋中央部で最低両方向

の測定値を平均するなどの方法が望ましい。
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が低いため基本的には起振韓法等によって求めているQ

さらに増幅度Tを実測するにほ、前述したように伝

達関数法以外では困難である。そこで実測されるfo

からbあるいは丁の推定を可能とするために、今回の

測定結果から各勤特性値問の相互間係を求めた0

図5は、いずれも1棟ごとの平均値を用いたfoと

hの関係（A）、及びhと丁の関係（B）を示したもので

あるが、それぞれ次に示す回帰式が得られる。

b＝－1．2＋0，79fo（r＝0・62）　（1）

丁＝32．7h－i・0　　（r＝0．96）　（2）

家屋を1質点系粘性減衰モデルに仮定した場合、T

は次式から、bによって一意に定まる（B図中実線）0
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国4　勤特性の測定部拉による相違

3・3　動特性値の相互関係

一般に、家屋の固有振動数f8は最も実測しやすい

動特性量である。例えば家屋上の常時微動の時間波形

から推定することが可能であり、さらにパワースペク

トルを求めればおおむね正確な値が得られる0一方、

減衰定数hはパワースペクトルにhalfpower法を適

用して算出することも可能とされるが、実用上の措定

一32－

ト
　
L
ロ
ゼ
臼
わ
」
u
三
雲
臼
；
＝
謬
＝

E
コ

3

5　　　　　　1B

加mpjng F計⊂tOr h（完）

図5　　動特性値の相互関係
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丁＝（1十1／4h2）0・5 （3）

したがって（2）式が指数回帰になり、相関係数も高い

値を示しているのは十分妥当な結果であるといえよう。

なお、この回帰式ほ理論式を下方に平行移動した形に

なっているが、これは伝達関数法が家屋と地盤の問の

伝達関数を求めているため、両者の動的相互作用の影

響により粘性減衰に加えて地下逸散減衰か含まれたた

めと解釈できる。

一方、fo　は丁のように構造モデルからhのみによ

って決定することばできず、家屋重量や減衰係数（耐

力壁量等の水平抵抗要素に関係する）などの動特性以

外の構造要素の影響も受ける。しかしながら一般に構

造体は、剛性が高くなるに従ってh及びfoが増加す

るため、両者の問にある程度の正の相関が現れるはず

である。（1）式はこのような関係を反映して、相関係数

が低くなっている。

以上のような考察から、今回のような調査目的で、

固有振動数しか得られなかった試験結果から減衰定数

や増幅度のデータを補完するために（1）及び（2）式を利用

することば、ある程度容認されよう。

4　結　　昌

多数の振動試験から木造在来工法住宅の動特性資料

を収集し、その綻計的傾向及び各動特性値間の相互間

係を明らかにした。

今回の調査では試験対象住宅の設計図面も収集して

おり、現在、床面韻や耐力壁量などの構造要素と勤特

性値との関係について解析を進度ている。これまでに

固有振動数については構造要素と密接な関係があるこ

とが認められており、今後、盛衰定数や増幅度につい

ても同様に構造要素との関係が明らかになれば、振動

試験を実施しなくても動特性値を推定することが可能

になるものと思われる。
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